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意見書案 第  号                    

 

新型コロナウイルス感染症の一層の感染拡大防止対策及 

び経済活動・国民生活支援の充実強化を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言が全国的に解除されたが、

再度の感染拡大への懸念は依然として強く、国民生活に大きな影を落としてい

る。また、経済活動への影響も著しく、失業や雇い止めが急速に広がっている。 

今後も国民の社会的不安を払拭し、命と暮らしを守り、国民の安全・安心を

将来に渡って確保するためには、医療体制の充実・強化や抜本的な感染拡大防

止対策の実施に加え、事業継続、雇用の確保や国民生活への支援等を担保する

対策の充実・強化が必要である。 

よって、国におかれては、新型コロナウイルス感染症の一層の感染拡大防止

対策と国民生活・経済活動支援の充実強化を図るため、下記の措置を講じられ

るよう強く要望する。 

記 

１ 抜本的な感染拡大防止対策と「新しい生活様式」の実現 

今後の感染拡大を見据えた危機管理体制の確立をはじめ、抜本的な感染拡

大防止対策の展開を図るとともに、「新しい生活様式」の実現に向けた積極的

な対策を講ずること。【意 1 自民】 

２ 地域の通常医療を担う診療所・歯科等への減収補填 

新型コロナ感染症の第２波、第３波に対応するためにも地域医療機関の体

力保持が必要である。地域の通常医療を担う診療所・病院、歯科・眼科・耳

鼻科などの専門診療科が地域で医療を継続できるよう前年実績に基づいた減

収補てんを行うこと。【意９共産】 

３ 事業継続に向けた支援の充実 

（１）持続化給付金の売上高 50％以上減という要件の緩和、個人家主の不動産

収入、2020 年４月以降の創業者なども対象に加えるなど、対象を抜本的に

ひろげ、給付額と支給速度を引き上げること。【意８共産】 

（２）国の「持続化給付金」等のほか、都道府県等が実施するいわゆる「休業

協力金」に対して課税されない仕組みを構築すること。【意６維新】【意８

共産】 

（３）家賃支援給付金について、給付対象の算定月を 2020 年１月～４月も加え

るとともに、売上高要件を見直し、給付額を大幅に引き上げ、申請後、速
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やかに支給できるようにすること。また、オーナーが一定の家賃軽減等を

行った場合にも支援対象とすること。【意８共産】 

４ 業績悪化に伴う解雇、雇い止めへの対策 

新型コロナウイルス感染拡大による業績悪化で解雇、雇い止めにあった労

働者を雇用する場合、当面の間の社会保険料の免除や給与、研修に係る費用

の一部助成等の制度を創設する等、雇用を創出しやすい環境を整えること。 

 【意３県民】 

５ 子どもたちの学びを保障するオンライン学習に関する経済的負担の軽減 

学校設置者の違いや小中学校・高等学校・支援学校の違いなく、全ての子

どもの学びを保障するため、オンライン学習等に必要なインターネット通信

費など、子育て世帯の経済的負担を軽減する施策、または、それを補うため

の更なる支援を図ること。【意５公明】 

  

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 


